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１ 研究の背景（目的）・主題設定の理由等 

東京都の公立小学校に通級による指導の一形態

として特別支援教室が順次導入されて６年が経と

うとしている。それは、設置校に対象の児童が通う

従来の情緒障害等通級指導学級の体制から、対象の

児童が在籍する学校に特別支援教室を担当する教

員が巡回して指導を行う体制への大きな転換であ

った。 

東京都公立学校情緒障害教育研究会の調査によ

ると、都内の通級による指導の対象の児童数は、特

別支援教室が導入される以前と比べて倍以上に激

増した。 

しかし、先行研究を調べると、特定の区において

は情緒障害等通級指導学級から特別支援教室への

移行による成果と課題が検証されているものの、都

内の全ての自治体を対象とした研究は未だなされ

ていないのが現状である。 

その中で、令和３年度からは東京都教育委員会が

新しく作成した「特別支援教室の運営ガイドライン」

に基づいた運営の見直しや、教員の基礎定数化によ

る教員数の変化等の影響から、東京都の特別支援教

室は大きな転換点を迎えているといえる。 

情緒障害等通級指導学級から特別支援教室への

移行・導入期においての成果と課題を検証すること

は、東京都の特別支援教室や特別支援教育体制に限

らず、全国的な課題であるインクルーシブ教育シス

テムの構築に向けて有益であると考えた。 

２ 研究の方法 

(1) 予備調査 

東京都内の公立小学校に勤務する情緒障害等通

級指導学級から特別支援教室への移行を経験し

た教員を対象にして、半構造化インタビューを行

った。本調査で実施する質問紙調査の内容が成果

と課題をより反映できる内容となるために、考察

の手がかり等を得た。 

(2) 本調査 

調査①と調査②の二つの質問紙を同封した封

筒を作成し、東京都内の全拠点校に対して配布を

行った。 

調査①では、全拠点校を対象に、郵送と

Microsoft FormsによるWebアンケートによって、

情緒障害等通級指導学級と特別支援教室の両方

の経験がある教員の人数の把握を行った。 

調査②では、情緒障害等通級指導学級と特別支

援教室の両方の経験がある教員を対象に、郵送と

Microsoft FormsによるWebアンケートによって、

情緒障害等通級指導学級から特別支援教室への

移行によって変化しことについて、「成果」、「授

業」、「連携」、「運営」、「働き方」の５つのテーマ

に分けて、６件法で質問を行った。 

３ 研究の結果 

回収した質問紙を基に、特別支援教室の成果と課

題に関わる質問項目の回答結果から、それぞれのカ

テゴリー分けを行った。表１と表２は、それぞれに
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関わる代表的な質問項目の回答結果を、「とてもそ

う思う」、「ややそう思う」の高群、「あまりそう思わ

ない」、「全くそう思わない」の低群に分け、「どちら

ともいえない」、「わらない」については省略してま

とめた表である。 

特別支援教室への移行による変化について、高群

の回答の割合が多い質問項目を抽出し、特別支援教

室の成果を「利用のしやすさ（つながりやすさ）」、

「校内連携」、「実態把握」、「特別支援教育の理解推

進」の４つに整理をした。（表１） 

同じ方法で、低群の回答の割合が多い質問項目を

抽出し、特別支援教室の課題を「授業の充実」、「保

護者との連携」、「対象児童」、「運営・働き方」の４

つに整理をした。（表２） 

また、特別支援教室に移行して「通級による指導

の成果が上がった」という質問に対しては、低群が

高群を約２倍上回る結果となった。「通級による指

導の成果」である前述の質問項目と特別支援教室の

成果と課題に関係する質問項目との相関分析を行

うと、特別支援教室の大きな特徴であり成果である

はずの「校内連携」との相関性はほとんど見られず、

反対に特別支援教室の課題であった「授業の充実」

との相関性が見られることが分かった。（図１） 

４  研究の考察 

研究の結果から、情緒障害等通級指導学級から特

別支援教室への移行を経験した教員にとっては、こ

の体制の変化によって以前のように授業を充実さ

せることが難しくなり、通級による指導の成果が感

じづらくなったと考えられる。このことから、情緒

障害等通級指導学級から特別支援教室への移行に

は、単に通級の機能が全ての小学校に備わったとい

う体制上の変化だけでなく、通級による指導の専門

性についても変化が生じていることが示唆された。 

それはICF（生活機能分類）の視点で捉えると、情

緒障害等通級指導学級が個人因子を中心とした指

導・支援（図２）だったのに対し、特別支援教室では

環境因子や活動、参加も含めたより広域な指導・支援

（図３）が求められていると考えられる。 

また、「連続性のある多様な学びの場」から捉える

と、通級による指導の中にあって、情緒障害等通級

指導学級はより個に応じた学びの場であったのに

対し、特別支援教室は校内支援の一つに組み込まれ

た学びの場であると考えることができる。（図４） 

 

５  今後の展望 

以上のことから、これからの特別支援教室の専門

性については、授業による直接的な指導・支援に留

まらず、総合的な支援体制の構築への貢献が今まで

以上に求められるようになったと考えられる。 

それとともに、これからの日本の特別支援教育の

体制については、パーシャル・インクルージョン（高

橋・松﨑、2014）の考え方に基づいた「連続性のあ

る多様な学びの場」の充実が求められる。 

東京都教育委員会も2010年に「特別支援教室―情

緒障害等通級指導学級―自閉症・情緒障害特別支援

学級」による「重層的な支援体制」を示している。

通級による指導の大きな転換であった特別支援教

室の専門性をより正確に捉えることで、今後の適正

な活用が行われるとともに、特別支援教室だけでな

く、多様な子供たちに対応することが可能な「重層

的な支援体制」の充実が期待できると考える。 

図1　通級による指導の成果との相関性

 


